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平成２４年（ラ）第１００１４号 特許権仮処分命令申立却下決定に対する抗告事

件（原審・東京地方裁判所平成２３年（ヨ）第２２０８０号 特許権仮処分命令申

立事件） 

決          定 

 

        抗 告 人        三 星 電 子 株 式 会 社 

 

        代 理 人 弁 護 士        大 野 聖 二 

     同               三 村 量 一 

    同               田 中 昌 利 

        同               市 橋 智 峰 

    同               井 上 義 隆 

    同               小 林 英 了 

    同               飯 塚 暁 夫 

    同               井 上  聡 

    同               逵 本 憲 祐 

    同               岡 田 紘 明 

        代 理 人 弁 理 士        鈴 木  守 

    補 佐 人 弁 理 士        大 谷  寛 

 

        相 手 方        アップルジャパン株式会社承継人 

                    Ａｐｐｌｅ Ｊａｐａｎ合同会社 

       代表者代表社員        アップルオペレーションズ 

インターナショナル 

 

        代 理 人 弁 護 士        長 沢 幸 男 
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        同               片 山 英 二 

    同               北 原 潤 一 

    同               矢 倉 千 栄 

    同               岡 本 尚 美 

    同               永 井 秀 人 

    同               稲 瀬 雄 一 

    同               石 原 尚 子 

    同               金 子 晋 輔 

    同               蔵  原  慎 一 朗 

    同               岩 間 智 女 

    同               梶  並  彰 一 郎 

        代 理 人 弁 理 士        大 塚 康 徳 

    同               加  藤  志 麻 子 

        補 佐 人 弁 理 士        大 塚 康 弘 

    同               大 戸 隆 広 

主          文 

 １ 本件抗告を棄却する。 

２ 抗告費用は抗告人の負担とする。 

         理          由 

第１ 抗告の趣旨 

１ 原決定を取り消す。 

２ 相手方は，別紙相手方製品目録記載の製品を生産し，譲渡し，貸し渡し，輸

入し，又はその譲渡若しくは貸渡しの申出（譲渡若しくは貸渡しのための展示

を含む。）をしてはならない。 

３ 相手方は，別紙相手方製品目録記載の製品に対する占有を解き，これらを執

行官に引き渡さなければならない。 
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４ 申立費用は，１，２審を通じ，相手方の負担とする。 

第２ 事案の概要 

１ 本件は，携帯電話端末に関する特許権（特許第３６１４８４６号（以下「本

件特許」という。））を有する抗告人が，相手方に対し，相手方が輸入販売す

る別紙相手方製品目録記載の製品（ｉＰｈｏｎｅ４Ｓ及びｉＰｈｏｎｅ４。以

下，併せて「相手方製品」という。）は，本件特許に係る発明の技術的範囲に

属し，本件特許権を侵害すると主張して，特許権侵害に基づく差止請求権（特

許法１００条）を被保全権利として，相手方製品の販売等の差止め及び執行官

保管の仮処分命令を求めた事案である。 

２ 原審は，相手方製品は本件特許に係る発明の技術的範囲に属するものの，本

件特許は進歩性を欠くものであって無効にされるべきものと認められるとして，

抗告人の仮処分命令の申立てを却下したため，抗告人は，原決定を不服として

本件抗告を提起すると共に，平成２４年１１月６日，本件特許の請求項１等に

つき訂正審判請求を行い（以下「本件訂正」という。），同年１２月１２日，

特許庁は，これを認める審決をした。 

３ 本件特許の発明の名称は「携帯電話端末」，出願日は平成１５年６月２６日

（ただし，特願平１０－１０７２４３号の分割出願であり，原出願日は平成１

０年４月１７日である。），登録日は平成１６年１１月１２日，株式会社日立

国際電気から抗告人への移転登録日は平成２３年１０月１４日である。 

４ 本件訂正後の請求項１（以下，本件訂正後の請求項１の発明を「本件訂正発

明」という。なお，本件訂正前の請求項１の発明は，「本件発明」という。）

を分説すると，次のとおりである（以下「構成要件Ａ’」などという。下線部

は，本件訂正によって付加された部分である。）。 

Ａ’ 通信機能と，通信機能以外の機能と，端末全体への電源供給の停止を

行うための電源切手段と，通信機能停止の指示を入力する入力手段と，

データを表示する表示手段とを有する携帯電話端末であって， 
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Ｂ’ 前記表示手段に，少なくとも受信レベルやバッテリ残量の表示が行わ

れ， 

Ｃ’ 前記入力手段から通信機能を停止させる指示が入力された場合，電源

を切らずに当該通信機能を停止させると共に，前記表示手段に表示されて

いる受信レベルの表示位置に通信機能停止を示すアイコンを表示するもの

であって， 

Ｄ’ 通信機能停止の指示を入力する前記入力手段は，前記通信機能停止を

示すアイコンと同じ図柄のイラストにより使用者が分かるようにされてい

る 

Ｅ’ ことを特徴とする携帯電話端末。 

なお，本件訂正前の請求項１（本件発明）を分説すると，次のとおりである

（以下「構成要件Ａ」などという。）。 

Ａ 通信機能と，通信機能以外の機能と，指示を入力する入力手段と，デー

タを表示する表示手段とを有する携帯電話端末であって， 

Ｂ 前記表示手段に，少なくとも受信レベルやバッテリ残量の表示が行わ

れ， 

Ｃ 前記入力手段から通信機能を停止させる指示が入力された場合，電源を

切らずに当該通信機能を停止させると共に，前記表示手段に表示されてい

る受信レベルの表示位置に通信機能停止を示すアイコンを表示する 

Ｄ ことを特徴とする携帯電話端末。 

５ 抗告審における争点 

(1) 相手方製品は本件訂正発明の技術的範囲に属するか（争点１）。 

(2) 本件特許は特許無効審判において無効にされるべきものと認められるか。 

ア 「NOKIA ９０００ Communicator」のUser’s Manual（疎乙３。以下

「乙３文献」という。）に記載された発明（以下「乙３発明」という。）

を主引例とする進歩性の有無（争点２） 
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イ 国際公開第９７／０９８１３号の国際公開公報（疎乙１１。以下「乙１

１公報」という。）に記載された発明（以下「乙１１発明」という。）を

主引例とする進歩性の有無（争点３） 

ウ 特開平５-２１１４６４号の公開特許公報（疎乙１２。以下「乙１２公

報」という。）に記載された発明を主引例とする進歩性の有無（争点４） 

エ 「デジタル・ムーバP206HYPER」の取扱説明書（疎乙２５。以下「乙２

５文献」という。）に記載された発明を主引例とする進歩性の有無（争点

５） 

オ 構成要件Ａ’における訂正事項につき新規事項の追加の有無（争点６） 

カ 構成要件Ｄ’における訂正事項につき新規事項の追加の有無（争点７） 

キ 構成要件Ａ’における訂正事項につき特許請求の範囲の実質的変更の有

無（争点８） 

ク 構成要件Ｄ’における訂正事項につき特許請求の範囲の実質的変更の有

無（争点９） 

６ 争点に関する当事者の主張の骨子 

(1) 争点１（相手方製品は本件訂正発明の技術的範囲に属するか）について 

（抗告人） 

ア 構成要件Ａ’について 

相手方製品が，本件訂正前の構成要件Ａを充足することは，相手方も争

わない。 

相手方製品は，ケース右上のオン/オフボタンを長押しした後に表示手

段に表示される電源オフ画面において，赤いスライダをドラッグすること

により，端末全体への電源供給が停止される（疎甲３７）。したがって，

相手方製品は，構成要件Ａ’の「端末全体への電源供給の停止を行うため

の電源切手段」を有する。 

また，相手方製品は，「設定」画面に，通信機能停止を示す飛行機アイ
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コンと同じ飛行機の図柄であるイラストが示されており（疎甲３２，３頁 

写真４－２），当該飛行機イラストと同一の矩形領域内の○部分をスワイ

プすることにより，機内モードがオンになって通信機能が停止する（疎甲

３２，３頁 写真４－３）。したがって，相手方製品は，構成要件Ａ’の

「通信機能停止の指示を入力する入力手段」を有する。 

イ 構成要件Ｃ’について 

構成要件Ｃ’において停止される「通信機能」とは，「通信機能停止を

示すアイコン」が表示される位置に表示されていた受信レベルの対象であ

る通信機能であり，携帯電話ネットワーク通信機能である。そして，相手

方製品において，機内モードをオンにすると，電源を切らずに通信機能が

停止し，これと共に，受信レベルの表示位置に「通信機能停止を示すアイ

コン」である飛行機の図柄のアイコン（以下「機内モードアイコン」とい

う。）が表示されるから（疎甲３２，写真４－２，４－３），相手方製品

は，構成要件Ｃ’を充足する。 

ウ 構成要件Ｄ’について 

上記のとおり，相手方製品は，「設定」画面に，通信機能停止を示す機

内モードアイコンと同じ飛行機の図柄であるイラストが示されており，当

該飛行機イラストと同一の矩形領域内の○部分をスワイプすることにより，

機内モードがオンになって通信機能が停止する。したがって，相手方製品

は，「通信機能停止の指示を入力する前記入力手段は，前記通信機能停止

を示すアイコンと同じ図柄のイラストにより使用者が分かるようにされて

いる」との構成要件Ｄ’を充足する。 

仮に，構成要件Ｄ’について，入力手段にイラストが描かれていること

を要するものであると解したとしても，相手方製品においては，「機内

モード」という文言と切り替えのボタンとが一つの矩形領域内に収められ

ていて，この矩形領域が入力手段を構成しており，この矩形領域内に飛行
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機イラストが描かれているのであるから，相手方製品は，構成要件Ｄ’の

「前記通信機能停止を示すアイコンと同じ図柄のイラストにより使用者が

分かるようにされている」を充足する。 

なお，相手方製品における機内モードアイコンも飛行機イラストも，い

ずれも主翼及び尾翼を有する右向きの飛行機の図柄であり，相手方の主張

するごく僅かな違いは，機内モードアイコンと飛行機イラストが同じ図柄

であるとみることを妨げるものではない。 

エ 以上のとおり，相手方製品は，本件訂正により付加された構成要件をす

べて充足しており，その他の構成要件も充足するから，本件訂正発明の技

術的範囲に属する。 

（相手方） 

ア 構成要件Ａ’について 

 抗告人は，後記のとおり，構成要件Ａ’の「電源切手段」とは，単一の

物理的手段からなると主張している。しかし，相手方製品の「端末全体へ

の電源供給の停止を行うための電源切手段」は，二つの物理的手段から

なっている。すなわち，相手方製品の電源を切るためには，「オン／オフ

ボタン」と「赤いスライダを表示して操作するためのタッチディスプレ

イ」の二つの物理的手段の操作が必要である。したがって，構成要件Ａ’

の「電源切手段」が単一の物理的手段であるとの抗告人の主張を前提とす

れば，相手方製品は，構成要件Ａ’の「端末全体への電源供給の停止を行

うための電源切手段」を充足しない。 

イ 構成要件Ｃ’について 

 構成要件Ｃ’の「通信機能」は「携帯電話ネットワーク通信機能」に限

定されない。構成要件Ｃ’の「通信機能を停止させる」ことの技術的意義

は，①携帯電話端末での通信禁止場所でも通信以外の機能を使用可能とし

て利便性を向上させること，②エリア外における無駄な電力消費を防ぐこ
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とにあるが，これらは，Wi-FiやBluetoothなどの通信機能を停止させる場

合にも，等しく妥当する。本件特許の原出願日当時，Wi-FiやBluetoothと

いった通信機能が，携帯電話端末に搭載される通信機能として想定されて

いたことは明らかであるから，本件訂正発明の「通信機能」は「携帯電話

ネットワーク通信機能」に限定されるものではなく，Wi-FiやBluetooth機

能も含まれる。 

 そして，相手方製品の機内モードアイコンは，Wi-FiやBluetooth機能が

オンの状態でも表示されるものであり，使用者は，機内モードアイコンが

表示されているのを見ただけでは，Wi-FiやBluetoothを含む「通信機能」

が停止しているのか否かを認識できない。 

 したがって，相手方製品の機内モードアイコンは，「通信機能停止を示

すアイコン」とはいえず，相手方製品は構成要件Ｃ’を充足しない。 

ウ 構成要件Ｄ’について 

(ア) 構成要件Ｄ’の「入力手段は，前記通信機能停止を示すアイコンと

同じ図柄のイラストにより使用者が分かるようにされており」との文言

は，その意義が不明確である。 

 そして，上記文言の意義を解釈するにあたり，本件特許の願書に添付

した明細書及び図面（本件訂正後のもの。疎甲１，３５，３６。以下

「本件明細書」という。）の記載を考慮すると，通信停止キー６ｄとい

う「入力手段」にイラストを描くことの記載（【００２３】，【００３

３】，【図２】）があるのみであるから，構成要件Ｄ’は，通信機能停

止の指示を入力する入力手段にイラストが描かれ，もって当該イラスト

により当該入力手段が分かるようにされていることを意味すると解すべ

きであり，入力手段以外の場所にイラストを描くような態様まで，同文

言に含まれると解することはできない。 

また，相手方製品の設定画面における飛行機のイラストは，機内モー
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ドの入力手段である「矩形領域内の○部分」（機内モードをオンにする

ためにスワイプする部分）には描かれておらず，当該入力手段とは別の

場所に描かれているだけであり，相手方製品においては，機内モードの

入力手段が，飛行機のイラストにより使用者に分かるようにされていな

い。 

(イ) 相手方製品の設定画面に表示される飛行機のイラストと，機内モー

ドがオンになった時にディスプレイ上部に表示される機内モードアイコ

ンとは，飛行機の図柄上の相違があり，異なる図柄となっている。 

(ウ) よって，相手方製品は構成要件Ｄ’を充足しない。 

エ 以上のとおりであるから，相手方製品は，本件訂正発明の技術的範囲に

属さない。 

(2) 争点２（乙３文献に記載された乙３発明を主引例とする進歩性の有無）

について 

（相手方） 

 本件訂正発明は，乙３発明と周知技術に基づいて当業者が容易に想到し得

たものである。 

 （抗告人） 

  争う。 

(3) 争点３（乙１１公報に記載された乙１１発明を主引例とする進歩性の有

無）について 

（相手方） 

本件訂正発明は，乙１１発明に周知技術（及びその一態様である乙３発

明）を適用することにより，容易に想到することができるものである。 

ア 相違点について 

(ア) 乙１１発明と本件訂正発明とは，次の相違点１，２及び４で相違す

る。後記のとおり，抗告人の主張する相違点３は存在しない。 
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ａ 本件訂正発明においては，「表示手段に，少なくとも受信レベルや

バッテリ残量の表示が行われ」るが，乙１１発明において移動電話表

示画面１１又はＰＤＡ表示画面２３にそのような表示が行われるか否

かは明らかでない点（相違点１） 

ｂ 本件訂正発明においては，通信手段を停止させる指示が入力された

場合，前記表示手段に表示されている受信レベルの表示位置に通信機

能停止を示すアイコンを表示するのに対し，乙１１発明においては，

電話電源オン表示灯２８の消灯により電話ユニット３２の電源オフを

表示する点（相違点２） 

ｃ 本件訂正発明においては，「通信機能停止の指示を入力する前記入

力手段は，前記通信機能停止を示すアイコンと同じ図柄のイラストに

より使用者が分かるようにされている」のに対して，乙１１発明にお

いては，このような構成を有していない点（相違点４） 

(イ) 抗告人は，相違点１，２及び４のほか，相違点３（本件訂正発明が

「端末全体への電源供給の停止を行うための（単一の）電源切手段」を

有するのに対し，乙１１発明はこれを有してない点）が存在すると主張

する。 

  しかし，本件訂正発明には，「電源切手段」が単一の物理的手段でな

ければならないとの限定はなく，また「電源切手段により端末全体の電

源を切らずに」との限定もない。乙１１発明にも，ＰＤＡ電源スイッチ

２５と電話電源スイッチ２６からなる「電源切手段」があり，また電話

電源スイッチ２６をオフにすることにより，「電源を切らずに」通信機

能を停止する構成が開示されているから，抗告人主張の相違点３は存在

しない。 

イ 相違点の容易想到性について 

(ア) 相違点１について 
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  本件特許の原出願時である平成１０年４月１７日時点において，携帯

電話端末の表示手段に，受信レベルやバッテリー残量を表示することは

周知技術であった。したがって，当業者が，乙１１発明において，相違

点１に係る構成に想到するのは容易である。 

(イ) 相違点２について 

「携帯電話端末の動作状況を，特定のアイコンによって表示手段上に

示す」技術は周知技術である。 

また，乙１１発明に，同じ「通信機能を停止させることのできる携帯

電話端末」である乙３発明を組み合わせることは容易であるところ，乙

１１発明において，乙３発明のように通信機能停止という動作状況を

「表示手段の受信レベルの表示位置に示す」際に，当該周知技術に基づ

き「アイコン」を用いることは「当業者において適宜なし得る設計事

項」にすぎない。 

(ウ) 相違点４について 

 「携帯電話端末の動作状況を示すアイコンを，当該動作状況を生じさ

せる入力手段上に示す」技術も，本件特許の原出願日当時，周知技術で

あり，携帯電話を含む，あらゆる電子機器において，「入力手段上のア

イコンを，当該動作状況が生じた時に表示手段に表示されるアイコンと

『同じ図柄のイラスト』にする」技術も，本件特許の原出願日において

周知技術であった。 

 上記の周知技術を乙１１発明に適用することは，携帯電話端末の入力

手段の「表面に印刷するデザインをどうするか」という，技術的に極め

て単純な内容の設計変更を行うだけのことであって容易であり，そこに

は何らの阻害要因もない。 

   （抗告人） 

    争う。 



- 12 - 

ア 相違点について 

本件訂正発明と乙１１発明とは，相手方の主張する相違点１，２及び４

に加えて，次の相違点３においても相違する。 

 本件訂正発明は，電源切手段により端末全体の電源を切らずに通信機能

を停止する構成を備えるのに対し，乙１１発明は，通信機能と通信機能以

外の機能を別個の電源手段により停止する点（相違点３） 

イ 相違点の容易想到性について 

  相違点２ないし４は，当業者が容易に想到し得たものとはいえない。 

(ア) 相違点２について 

   本件訂正発明の「通信機能停止を示すアイコン」とは，通信ができる

状態から通信ができない状態になったことを示すアイコンを意味するか

ら，乙１１発明に上記の「携帯電話端末の動作状況を，特定のアイコン

によって表示手段上に示す」との周知技術を付加しても，通信ができる

状態から通信ができない状態となる操作を行ったことを，使用者に対し

て視覚的にわかりやすく知らせるという本件訂正発明の技術的意義を実

現できるものではない。 

(イ) 相違点３について 

乙１１発明は，通信機能と通信機能以外の機能の両方の電源をオフす

ることで，端末全体の電源をオフすることができるものであるから，あ

えて端末全体の電源切手段を設ける理由はない。 

    (ウ) 相違点４について 

      相違点４に係る本件訂正発明の構成については，これを開示，示唆す

るものは存在せず，容易想到ということはあり得ない。 

(4) 争点４（乙１２公報に記載された発明を主引例とする進歩性の有無）に

ついて 

（相手方） 



- 13 - 

 本件訂正発明は，乙１２公報に記載された発明に基づいて当業者が容易に

想到し得たものである。 

（抗告人） 

 争う。 

(5) 争点５（乙２５文献に記載された発明を主引例とする進歩性の有無）に

ついて 

（相手方）  

 本件訂正発明は，乙２５文献に記載された発明に基づいて当業者が容易に

想到し得たものである。 

（抗告人） 

 争う。 

(6) 争点６（構成要件Ａ’における訂正事項につき新規事項の追加の有無）

について 

（相手方） 

 本件訂正により，構成要件Ａ’の「端末全体への電源供給の停止を行うた

めの電源切手段」という要件が追加された（以下「訂正事項①」という。）。 

訂正事項①の要件において，「電源切手段」を「単一」のものに限る理由

はないが，もし万一，これが「単一」のものに限られ，かつ，訂正事項①が

周知技術ではないか，あるいは周知技術であっても通信機能を停止すること

のできる携帯電話に容易に適用できるものでないとの理由で，訂正事項①の

点に本件訂正発明の進歩性を見出し得るという判断がされるならば，訂正事

項①に係る訂正は，明細書に記載した事項の範囲内においてされた訂正とは

いえず，本件訂正は，新規事項追加の訂正要件違反がある（特許法１２６条

５項）。 

（抗告人） 

 争う。 



- 14 - 

(7) 争点７（構成要件Ｄ’における訂正事項につき新規事項の追加の有無）

について 

（相手方） 

 本件訂正により，構成要件Ｄ’の「通信機能停止の指示を入力する前記入

力手段は，前記通信機能停止を示すアイコンと同じ図柄のイラストにより使

用者が分かるようにされている」という要件が追加された（以下「訂正事項

②」という。）。 

これは，通信機能停止の指示を入力する入力手段にイラストが描かれ，

もって当該イラストにより当該入力手段が分かるようにされていることを意

味すると解すべきであり，したがって，相手方製品は構成要件Ｄ’を充足し

ないというべきであるが，もし万一，かかるクレーム解釈が成り立たないと

すれば，訂正事項②に係る訂正は，明細書に記載した事項の範囲内において

された訂正とはいえず，本件訂正は，新規事項追加の訂正要件違反がある

（特許法１２６条５項）。 

（抗告人） 

 争う。 

(8) 争点８（構成要件Ａ’における訂正事項につき特許請求の範囲の実質的

変更の有無）について 

（相手方） 

 訂正事項①は，およそ携帯電話端末であれば普遍的に有する「電源切手

段」という周知技術を追加したものにすぎず，何ら進歩性のある作用効果を

生むような構成の追加ではないが，もし万一，これと異なる認定があり得る

とすれば，訂正事項①は，特許請求の範囲を実質的に変更するものであるこ

とが明らかである（特許法１２６条６項）。 

（抗告人） 

 争う。 
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(9) 争点９（構成要件Ｄ’における訂正事項につき特許請求の範囲の実質的

変更の有無）について 

 （相手方） 

 訂正事項②も，およそ携帯電話端末であれば普遍的に適用可能な「携帯電

話端末の動作状況を示すアイコンを，当該動作状況を生じさせる入力手段上

に示す」，「入力手段上のアイコンを，当該動作状況が生じた時に表示手段

に表示されるアイコンと『同じ図柄のイラスト』にする」という周知技術を

「通信機能停止」という動作状態に適用したものにすぎず，何ら進歩性のあ

る作用効果を生むような構成の追加ではないが，もし万一，これと異なる認

定があり得るとすれば，訂正事項②は，特許請求の範囲を実質的に変更する

ものであることが明らかである（特許法１２６条６項）。 

（抗告人） 

 争う。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 争点１（相手方製品は本件訂正発明の技術的範囲に属するか）について 

(1) 構成要件Ａ’の充足性について 

  相手方製品が本件訂正前の本件発明の構成要件Ａを充足することは，当事

者間に争いがない。本件訂正発明の構成要件Ａ’は，本件発明の構成要件Ａ

に，「端末全体への電源供給の停止を行うための電源切手段」が付加され，

構成要件Ａの「指示を入力する手段」が「通信機能停止の指示を入力する入

力手段」と訂正されたものである。 

  本件発明の構成要件Ａの上記「指示を入力する手段」は，もともと構成要

件Ｃが，構成要件Ａの上記「指示を入力する手段」を受けて，「前記入力手

段から通信機能を停止させる指示が入力された場合，・・・」と規定されて

いたことから明らかなように，通信機能を停止させる「指示を入力する手

段」であったから，本件訂正発明の構成要件Ａ’の「通信機能停止の指示を
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入力する入力手段」は，構成要件Ａの「指示を入力する手段」と実質的に同

一である。したがって，相手方製品は，本件訂正発明の構成要件Ａ’の「通

信機能停止の指示を入力する入力手段」との要件を充足する。 

  また，疎明資料（疎甲３７）によれば，相手方製品は，ケース右上の「端

末全体への電源供給の停止を行うための電源切手段」オン／オフボタンを長

押しした後に表示手段に表示される電源オフ画面において，赤いスライダを

ドラッグすることにより，端末全体への電源供給が停止されるものと認めら

れる。したがって，相手方製品は，構成要件Ａ’の「端末全体への電源供給

の停止を行うための電源切手段」を有するものと認められる。 

  以上によれば，相手方製品は，本件訂正発明の構成要件Ａ’を充足する。 

(2) 相手方製品が本件訂正発明の構成要件Ｂ’を充足することは，当事者間

に争いがない。 

(3) 構成要件Ｃ’の充足性について 

ア 疎明資料及び審尋の全趣旨によれば，相手方製品における「機内モー

ド」機能につき，以下の事実が認められる。 

   (ア) 「設定」から「機内モード」をオンにする指示を入力すると，通信

機能以外の機能は停止しないが，以下の通信機能がいずれも停止する。 

    ａ 携帯電話ネットワーク（音声及びデータ） 

    ｂ Wi-Fi 

    ｃ Bluetooth 

    ｄ ＧＰＳ 

    ｅ 位置情報サービス 

    （疎甲４，５，８，１１，３２） 

   (イ) 「機内モード」をオンにすると，上記通信機能の停止と同時に，デ

ィスプレイ上部のステータスバーの受信レベルの表示位置に，受信レベ

ルの表示に代わり，機内モードアイコンが表示される。（疎甲８，１
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３，３２） 

   (ウ) 「機内モード」がオンの状態であっても，「設定」＞「一般」から

Wi-Fi をオンにすれば，「機内モード」のまま Wi-Fi による無線通信が

可能となる。このとき，機内モードアイコンは表示されたまま，その右

隣に，Wi-Fi 通信が可能であることを示す扇形のアイコンが表示され

る。（疎甲８，１１，３２，疎乙１，２） 

     また，「機内モード」オンの状態で Bluetooth をオンにすれば，「機

内モード」のまま Bluetooth による無線通信が可能となる。このとき，

機内モードアイコンは表示されたまま，ステータスバーの右側に，

Bluetooth 通信が可能であることを示すアイコンが表示される。（疎甲

８，１１，３２） 

   イ 上記ア(ア)によれば，相手方製品における「機内モード」をオンにする

指示は，当該指示が入力された場合，携帯電話端末全体の電源を切ること

なく，携帯電話ネットワーク通信，Wi-Fi 通信，Bluetooth 通信を含む全

通信機能を停止させる効果をもたらすのであるから，構成要件Ｃ’にいう

「通信機能」の意義を携帯電話ネットワーク通信に限定するか，Wi-Fi 通

信，Bluetooth 通信等を含む全ての通信機能と解するかにかかわらず，

「通信機能を停止させる指示」に該当し，入力された場合に「電源を切ら

ずに当該通信機能を停止させる」ものと認められる。 

   ウ 次に，相手方製品における機内モードアイコンが構成要件Ｃ’にいう

「通信機能停止を示すアイコン」に該当するか否かを検討する。 

(ア) 上記ア(ウ)のとおり，相手方製品における機内モードアイコンは，

Wi-Fi 通信や Bluetooth 通信が可能な状態であっても表示され続けてい

るものであるから，構成要件Ｃ’にいう「通信機能」を「全通信機能」

と解するのであれば，機内モードアイコンは，「（全）通信機能停止を

示すアイコン」とはいえないと考えられる。 
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  この点，抗告人は，構成要件Ｃ’においては，「前記入力手段から通

信手段を停止させる指示が入力された場合」，すなわち，相手方製品で

いえば「機内モード」をオンに設定する指示が入力された場合に表示さ

れていれば足り，その後の操作を考慮する必要はないなどと主張する。 

  しかし，本件訂正後の本件明細書（疎甲３５，３６）の段落【００１

４】，【００２９】，【００３１】，【００３３】，【００４１】，

【００４２】等によれば，本件訂正発明において「通信機能停止を示す

アイコン」を要求した技術的意義は，当該アイコン表示中に使用者に通

信機能が停止していることを容易に認識させるところにあると認めら

れ，「使用者に通信機能が停止していることを容易に認識させる」効果

を奏するものでなければならないと解される。 

  相手方製品における機内モードアイコンは，機内モードをオンにした

直後の全通信機能停止中において表示されているものであるが，前記ア

(ウ)のとおり， Wi-Fi や Bluetooth がオンにされ，全通信機能停止でな

い状態においても表示されているものであるから，使用者は，機内モー

ドアイコンが表示されているのを見ただけでは，現在，全通信機能が停

止しているのか否かを認識することはできず，全通信機能が停止してい

るか否か（Wi-Fi や Bluetooth がオンにされていないか）を確認するた

めには，（受信レベルの位置にない）Wi-Fi アイコン及び Bluetooth ア

イコンの有無を合わせて確認しなければならない。 

  相手方製品における機内モードアイコンの機能は上記のとおりである

から，構成要件Ｃ’にいう「通信機能停止」を「全通信機能停止」と解

釈した場合，機内モードアイコンは，「使用者に全通信機能が停止して

いることを容易に認識させる」効果を奏しておらず，「（全）通信機能

停止を示すアイコン」とはいえないと考えられる。 

(イ) そこで，構成要件Ｃ’にいう「通信機能停止」が，全通信機能の停
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止を意味するのか，携帯電話ネットワーク通信機能の停止を意味するの

か検討する必要がある。 

ａ 本件特許の原出願当時，「通信機能」という語に一義的に明確な定

義が与えられていた証拠はない。本件特許の原出願の明細書及び訂正

前後の各明細書（疎甲１，２８，３０，３５，３６）にも，「通信機

能」を定義した箇所はない。 

ｂ そこで，本件訂正発明にいう「通信機能」の意義は，本件明細書の

記載及び図面を考慮し，本件特許の原出願当時の技術常識に照らし，

原出願及び訂正前後の各明細書全体を通じて統一的な意味に解釈すべ

きである。 

  本件明細書（疎甲３５，３６）の段落【０００２】，【０００

５】，【０００６】，【００１０】には，携帯電話端末と基地局との

間で行われる通信用接続情報の交信についての記載がある。そして，

段落【０００６】，【０００７】，【０００９】には，従来技術にお

ける課題として，従来の携帯電話端末と基地局との間で行われる通信

用接続情報の交信は，使用者の要求で停止することができなかったた

め，無線信号の発着信を禁止されている場所，例えば病院や飛行機等

において携帯電話端末を所持している場合，使用者は携帯電話端末全

体の電源を切らなければならず，通信機能とは無関係の電話帳や電子

手帳機能等も使えなくなってしまい，不便であるという問題点があっ

たことが記載されている。 

  また，段落【００１０】には，従来の携帯電話端末では，基地局の

あるエリアから相当離れた場所においても基地局との通信用接続情報

の交信を試みるため，無駄な電力を消費してしまうという問題点が

あったことが記載されている。 

  段落【００１１】には，本件訂正発明は上記実情に鑑みてなされた
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もので，携帯電話端末での通信が禁止されている場所でも通信以外の

機能を使用可能として利便性を向上させ，また，エリア外における無

駄な電力消費を防ぐことができる携帯電話端末を提供することを目的

とすることが記載されている。 

  段落【００１４】には，上記従来技術の問題点を解決するための本

件訂正発明の内容として，「通信機能」と，「通信機能」以外の機能

を有する携帯電話端末であること，入力手段から「通信機能」を停止

させる指示が入力された場合，電源を切らずに当該「通信機能」を停

止させることなどが記載され，これによって，例えば，病院等の無線

通信禁止区域において，「通信機能」のみを停止させて電子手帳機能

や電話帳機能等はそのまま用いることができ，利便性を向上させるこ

とができることが記載されている。 

  これらの記載に照らすと，本件訂正発明において「通信機能を停止

させる」ことの技術的意義は，①病院や飛行機等の携帯電話端末での

通信が禁止されている場所でも通信以外の機能を使用可能として利便

性を向上させることと，②エリア外における無駄な電力消費を防ぐこ

とにあると認められる。 

  本件訂正発明における「通信機能を停止させる」ことの技術的意義

が上記のとおりであるとすると，そこでいう「通信機能」とは，①病

院や飛行機等において，機器に影響を与える可能性があるとして禁止

されるような通信機能であり，また②エリア外においても基地局と通

信をしようとして電力を消費するような通信機能であり，つまりは携

帯電話ネットワークによる通信機能をいうものと解される。 

  本件明細書（疎甲１，３５，３６）中には，そこでいう「通信機

能」が，携帯電話ネットワーク通信機能以外の通信機能を包含してい

ることをうかがわせるような記載はない。 
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ｃ さらに，本件特許の原出願当時の，携帯電話端末の通信機能にかか

る技術常識について検討する。 

  Wi-Fi（ワイファイ）とは， 無線ＬＡＮの標準規格 IEEE802.11 の

互換性を保証するために定められたブランド名であり（疎甲１６，１

７），１９９９年８月に設立された業界団体である Wi-Fi Alliance

（旧ＷＥＣＡ。２００２年１０月に名称変更）が認定している（疎甲

１６，１７，２０）。したがって，Wi-Fi 規格は，本件特許の原出願

日である平成１０年（１９９８年）４月１７日（疎甲１，２８）時点

においては存在しなかったものである。なお，Wi-Fi 対応の携帯電話

が市場に出荷され始めたのは２００３年末からである（疎甲２５）。 

  以上によれば，本件特許の原出願当時，携帯電話端末が有する「通

信機能」として Wi-Fi 通信機能は想定されていなかったことは明らか

である。 

  また，Wi-Fi は無線ＬＡＮの規格であるが，本件特許の原出願当

時，携帯電話端末が有する通信機能として Wi-Fi 以外の無線ＬＡＮ通

信機能が想定されていた証拠もない。 

ｄ Bluetooth（ブルートゥース）とは，デジタル家電やパソコン，携

帯電話などを無線でつなぐ，短距離通信の世界共通規格であり，１９

９８年５月に結成された業界団体である Bluetooth SIG が規格を策定

しており，最初の規格である「Bluetooth 1.0」が策定されたのは１

９９９年７月である（疎甲１６，２０）。なお，Bluetooth 対応の携

帯電話機が製品化されたのは，２００１年末頃である（疎甲２７）。 

  以上によれば，本件特許の原出願当時，携帯電話端末が有する「通

信機能」として Bluetooth 通信機能は想定されていなかったことは明

らかである。 

  また，本件特許の原出願当時，携帯電話端末が行う通信機能として
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Bluetooth 以外の短距離通信機能が想定されていた証拠もない。 

  その他，本件特許の原出願当時，携帯電話端末が行う通信機能とし

て，携帯電話ネットワーク通信機能以外の通信機能が想定されていた

証拠はない。 

ｅ 以上によれば，原出願からの分割出願による本件訂正発明にいう

「通信機能」とは，携帯電話ネットワーク通信機能を意味するものと

解するのが相当である。 

(ウ) 相手方製品における機内モードアイコンは，機内モードをオンにし

て携帯電話ネットワーク通信機能が停止した場合に表示されるアイコン

であり，これが表示されている場合，使用者は少なくとも携帯電話ネッ

トワーク通信機能が停止していることを容易に認識することができるも

のであるから，構成要件Ｃ’にいう「通信機能停止を示すアイコン」に

該当する。 

エ 以上によれば，相手方製品において，「設定」から「機内モード」をオ

ンにする操作をし，携帯電話ネットワーク通信機能を停止させる指示であ

る機内モードをオンにする指示が入力された場合，携帯電話端末の電源を

切ることなく携帯電話ネットワーク通信機能を停止させると共に，ディス

プレイの受信レベルの表示位置に携帯電話ネットワーク通信機能停止を示

す機内モードアイコンが表示されるのであるから，相手方製品は，構成要

件Ｃ’を充足する。 

(4) 構成要件Ｄ’の充足性について 

疎明資料（疎甲４，５，８，１１，１３，３２）及び審尋の全趣旨によれ

ば，相手方製品の「設定」画面には，飛行機のイラストが示されており，こ

の飛行機のイラストが示されているのと同一の矩形領域内の○部分をスワイ

プすることにより，「機内モード」がオンになること，「機内モード」をオ

ンにすると，通信機能（携帯電話ネットワーク（音声及びデータ），Wi-Fi，
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Bluetooth,ＧＰＳ，位置情報サービス）が停止すると同時に，ディスプレイ

上部のステータスバーの受信レベルの表示位置に，受信レベルの表示に代わ

り，機内モードアイコンが表示されること，上記の飛行機のイラストと機内

モードアイコンとは，背景の有無のほか，若干の違いはあるものの，その違

いは，注意深く比較してみて初めて分かる程度の僅かなものにすぎず，相手

方製品の使用者において同じ飛行機の図柄であると認識され得るものである

ことが認められる。 

そうすると，相手方製品において，「通信機能停止の指示を入力する入力

手段」である上記○部分が存在するのと同一の矩形領域内に，通信機能停止

を示す機内モードアイコンと同じ飛行機の図柄であると使用者が認識し得る

飛行機のイラストが示されているから，相手方製品の「通信機能停止の指示

を入力する入力手段」は，「前記通信機能停止を示すアイコンと同じ図柄の

イラストにより使用者が分かるようにされている」ものと認められる。 

したがって，相手方製品は，構成要件Ｄ’を充足する。 

(5) 相手方製品が本件訂正発明の構成要件Ｅ’を充足することは，当事者間

に争いがない。 

(6) 小括 

以上によれば，相手方製品は，本件訂正発明の技術的範囲に属する。 

２ 争点３（乙１１公報に記載された乙１１発明を主引例とする進歩性の有無）

について 

(1) 乙１１発明について 

乙１１公報には，次の乙１１発明が記載されている（疎乙１１）。 

ａ ＰＣＴ１０を閉じた状態又は開いた状態で電話ユニット３２によって行

われる通信機能と，ＰＣＴ１０を開いた状態でＰＤＡユニット３１によっ

て行われる通信機能以外の機能と，ＰＣＴ１０を閉じた状態で電話ユニッ

ト３１の電源のオン／オフを切り替える電話電源スイッチ１３，ＰＣＴ１
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０を開いた状態で電話ユニット３１の電源のオン／オフを切り替える電話

電源スイッチ２６と，移動電話表示画面１１，ＰＤＡ表示画面２３とを有

する携帯電話端末であって， 

ｃ－１ 電話電源スイッチ１３又は２６から電話ユニット３２の電源をオフ

する指示が入力された場合，ＰＤＡユニット３１の電源を切らずに電話ユ

ニット３２の電源を切って通信機能を停止させ， 

ｃ－３ 電話電源スイッチ２６のそばには，電話電源オン表示灯２８が設け

られ，電話ユニット３２の電源がオンで，ＰＣＴ１０を開いた状態で点灯

し，それ以外の状態で消灯する 

ｅ 携帯電話端末。 

(2) 乙１１発明と本件訂正発明との対比 

ア 一致点 

乙１１発明と本件訂正発明は，次の点で一致する。 

ａ 通信機能と，通信機能以外の機能と，通信機能停止の指示を入力する

入力手段と，データを表示する表示手段とを有する携帯電話端末であっ

て， 

ｃ 前記入力手段から通信機能を停止させる指示が入力された場合，端末

全体の電源を切らずに当該通信機能を停止させると共に，通信機能停止

を示す表示を表示する 

ｅ 携帯電話端末 

イ 相違点 

乙１１発明と本件訂正発明とは，次の相違点１ないし４で相違する。 

(ア) 本件訂正発明においては，「表示手段に，少なくとも受信レベルや

バッテリ残量の表示が行われ」るが，乙１１発明において移動電話表示

画面１１又はＰＤＡ表示画面２３にそのような表示が行われるか否かは

明らかでない点（相違点１） 
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(イ) 本件訂正発明においては，通信手段を停止させる指示が入力された

場合，前記表示手段に表示されている受信レベルの表示位置に通信機能

停止を示すアイコンを表示するのに対し，乙１１発明においては，電話

電源オン表示灯２８の消灯により電話ユニット３２の電源オフを表示す

る点（相違点２） 

(ウ) 本件訂正発明が「端末全体への電源供給の停止を行うための電源切

手段」を有するのに対し，乙１１発明はこれを有してない点（相違点

３） 

(エ) 本件訂正発明においては，「通信機能停止の指示を入力する前記入

力手段は，前記通信機能停止を示すアイコンと同じ図柄のイラストによ

り使用者が分かるようにされている」のに対して，乙１１発明において

は，このような構成を有していない点（相違点４） 

ウ 抗告人の主張について 

抗告人は，相違点３に関し，本件訂正発明は，電源切手段により端末全

体の電源を切らずに通信機能を停止する構成を備えるのに対し，乙１１発

明は，通信機能と通信機能以外の機能を別個の電源手段により停止する点

において，両者は相違すると主張する。同主張は，本件訂正発明は，「端

末全体への電源供給の停止を行うための電源切手段」を有しており，この

ような電源切手段によって通信機能を停止するのに対し，乙１１発明は，

「端末全体への電源供給の停止を行うための電源切手段」を有しておらず，

このような電源切手段とは別の電源手段によって通信機能を停止するとの

主張，すなわち，乙１１発明と本件訂正発明とは，上記相違点１ないし４

に加えて，本件訂正発明は，「端末全体への電源供給の停止を行うための

電源切手段」によって通信機能を停止するのに対し，乙１１発明は，この

ような電源切手段とは別の電源手段によって通信機能を停止する点におい

て相違する旨をいうものと解される。 
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しかし，本件特許の特許請求の範囲及び本件明細書（疎甲３５，３６）

の記載によれば，従来の携帯電話端末では，携帯電話での通信が禁止され

ている場所では，携帯電話端末全体の電源を切らなければならず，通信機

能以外の機能も使えなくなってしまい不便であるという問題があったこと

から（【０００６】～【０００９】），本件訂正発明は，携帯電話端末で

の通話が禁止されている場所でも通信以外の機能を使用可能として利便性

を向上させることを目的として（【００１１】），「前記入力手段から通

信手段を停止させる指示が入力された場合」に携帯電話端末全体の「電源

を切らずに当該通信機能を停止させる」という構成を採用することにより

（【００１７】～【００２０】，【００２２】，【００２３】，【００２

５】～【００２９】，【００３６】～【００３９】），使用者の意志に

よって随時通信機能を停止させて，携帯電話での通信が禁止されている場

所でも通信以外の機能を使うことができるようにすることで，上記の問題

を解決したものである（【００３０】，【００４０】，【００４３】）。

すなわち，本件明細書の「本装置の特徴部分である通信停止キー６ｄは，

特定機能キーの一種で，使用者が通信機能の停止指示を入力するキーであ

り，このキーが押下されると携帯電話端末の通信機能が停止するように

なっている。･･･」（【００２３】）及び「…使用者が入力部６の通信停

止キー６ｄを押下すると（１００），入力部６の通信停止キー６ｄから停

止認識部１３に対して予め定められた信号が出力され（１０１），停止認

識部１３が該信号を受信すると通信機能の停止指示を認識して制御部１０

に対して停止要求信号を出力する。」（【００２５】）などの記載から明

らかなように，本件訂正発明は，「通信機能停止の指示を入力する入力手

段」（構成要件Ａ’）と「前記入力手段から通信手段を停止させる指示が

入力された場合，電源を切らずに当該通信機能を停止させる」（構成要件

Ｃ’）との構成により，携帯電話端末全体の「電源を切らずに当該通信機
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能を停止させる」（構成要件Ｃ’）ものであって，抗告人が主張するよう

な，「端末全体への電源供給の停止を行うための電源切手段」（構成要件

Ａ’）によって通信機能を停止するものとは認められない。 

他方，乙１１発明は，「電話電源スイッチ１３又は２６から電話ユニッ

ト３２の電源をオフする指示が入力された場合，ＰＤＡユニット３１の電

源を切らずに電話ユニット３２の電源を切って通信機能を停止させ」（ｃ

－１）るものであるから，端末全体の電源を切らずに通信機能を停止させ

る構成を備えていると認められる。 

そうすると，本件訂正発明と乙１１発明とは，端末全体の「電源を切ら

ずに当該通信機能を停止させる」構成を備えている点で一致し，抗告人が

主張する相違点は存在しないから，抗告人の上記主張は理由がない。 

(3) 相違点の容易想到性について 

ア 相違点１について 

本件特許の原出願時(平成１０年４月１７日)より前に頒布された，乙３

文献（ノキア製造の携帯電話端末「NOKIA 9000 Communicator」の

User’s Manual・疎乙３）の２－８頁，特開平９－２８４８４８号の公

開特許公報（疎乙１６）の【図８】，【図９】，特開平１０－３９８４２

号の公開特許公報（疎乙１７）の【０００３】，【００１９】，【図３】

の（Ｂ），特開平１０－６３２２０号の公開特許公報（疎乙１８）の【０

０１２】，【図２】，特開平１０－８４４０５号の公開特許公報（疎乙１

９）の【図７】には，「表示手段に，受信レベルやバッテリ残量の表示が

行われる」技術が開示されているものと認められる。 

上記によれば，本件特許の原出願時において，携帯電話端末という技術

分野において，表示手段に受信レベルやバッテリ残量を表示することは周

知技術であったと認められる。 

したがって，乙１１発明において，上記周知技術に基づいて，相違点１
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に係る本件訂正発明の構成とすることは，当業者が容易に想到し得たもの

と認められる。 

イ 相違点２について 

(ア) 乙３文献（疎乙３）の２－８頁には，「通信手段を停止させる指示

が入力された場合，表示手段に表示されている受信レベルの表示位置に

通信機能停止を示す」文字列を表示する技術が開示されているものと認

められる。また，本件特許の原出願時(平成１０年４月１７日)より前に

頒布された，ＩＢＭ製造の携帯電話「Simon」のUSERS MANUAL（疎乙１

３）の１１頁，１７頁～１８頁には，携帯電話端末の動作状況をアイコ

ンによって表示手段に表示する技術が開示されており，本件特許の原出

願時において，携帯電話端末の動作状況をアイコンによって表示手段上

に表示することは周知技術であったと認められる。 

したがって，乙１１発明において，上記周知技術に基づいて，通信手

段を停止する場合に，受信レベルの表示位置に通信機能停止を示すアイ

コンを表示するとの構成（相違点２に係る本件訂正発明の構成）とする

ことは，当業者が容易に想到し得たものと認められる。 

(イ) 抗告人は，本件訂正発明の「通信機能停止を示すアイコン」とは，

通信ができる状態から通信ができない状態になったことを示すアイコン

を意味するから，乙１１発明に上記の周知技術を付加しても，通信がで

きる状態から通信ができない状態となる操作を行ったことを，使用者に

対して視覚的にわかりやすく知らせるという本件訂正発明の技術的意義

を実現できるものではないと主張する。 

しかし，相違点２は，上記(2)イ(イ)認定のとおり，「本件訂正発明

においては，通信手段を停止させる指示が入力された場合，前記表示手

段に表示されている受信レベルの表示位置に通信機能停止を示すアイコ

ンを表示するのに対し，乙１１発明においては，電話電源オン表示灯２
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８の消灯により電話ユニット３２の電源オフを表示する点」というもの

であって，それ以上でもそれ以下でもない。そして，本件訂正発明にお

ける「通信機能停止を示すアイコン」とは通信機能停止中であることを

示すアイコンであることは，本件明細書（【００２３】，【００２９】

等）から明らかであり，乙１１発明において，前記周知技術に基づき，

相違点２に係る構成とすることが，当業者にとって容易に想到し得たも

のであることも前記説示のとおりである。抗告人の上記主張が，本件訂

正発明の「通信機能停止を示すアイコン」について，上記認定のものと

異なる意味を持つべきであるという主張であるならば，抗告人の上記主

張は，本件明細書の記載に基づかないものであり，採用することはでき

ない。 

ウ 相違点３について 

(ア) 本件特許の原出願時 (平成１０年４月１７日)より前に頒布された，

ビクター製造のＰＨＳ電話機「TN-PZ5」の取扱説明書（疎乙２４）の１

７頁，２３頁，乙２５文献（松下通信工業株式会社製造の携帯電話「デ

ジタル・ムーバP206HYPER」の取扱説明書・疎乙２５）の８頁，１４頁，

三洋電機株式会社製造の携帯電話「デジタルセルラーホンHD-50SA」の

取扱説明書（疎乙２６）の２１頁には，携帯電話端末において機器全体

への電源の供給及び供給停止をするオン／オフスイッチを設ける技術が

開示されているものと認められる。 

上記によれば，本件特許の原出願時において，携帯電話端末において

機器全体への電源の供給及び供給停止をするオン／オフスイッチを設け

ることは周知技術であったと認められる。 

したがって，乙１１発明において，上記周知技術に基づいて，相違点

３に係る本件訂正発明の構成とすることは，当業者が容易に想到し得た

ものと認められる。 
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(イ) 抗告人は，乙１１発明は，通信機能と通信機能以外の機能の両方の

電源をオフにすることで，端末全体の電源をオフにすることができるも

のであるから，あえて端末全体の電源切手段を設ける理由はないと主張

する。 

しかし，乙１１発明において，通信機能と通信機能以外の機能の両方

の電源をオフにすることで端末全体の電源をオフにすることができると

しても，端末全体への電源供給の停止を行う電源切手段を設けるか否か

は当業者がその必要性の有無・程度を勘案して適宜選択し得ることであ

り，上記電源切手段を設けることが阻害されるとまで認めることはでき

ない。抗告人の上記主張を採用することはできない。 

   エ 相違点４について 

前記ウ(ア)記載の各文献及び京セラ株式会社製造の携帯電話「ＨＰ－４

０Ｋ」の取扱説明書１９頁並びに乙３文献の１４－１頁（疎乙２４～２

８）によれば，本件特許の原出願時において，携帯電話端末の動作状況を

示すアイコンを，当該動作状況を生じさせる入力手段上に示すとともに，

同アイコンを，当該動作状況が生じた時に表示手段に表示されるアイコン

と同じ図柄のイラストにすることは周知技術であったと認められる。した

がって，乙１１発明において，上記周知技術に基づいて，相違点４に係る

本件訂正発明の構成とすることは，当業者が容易に想到し得たものと認め

られる。 

(4) 小括 

以上によれば，本件訂正発明は，乙１１発明に基づいて当業者が容易に発

明をすることができたものというべきである。 

３ 結論 

以上のとおり，本件特許は進歩性を欠くものとして特許無効審判において無

効にされるべきものと認められるから，抗告人の仮処分命令の申立ては，その
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余の点について判断するまでもなく理由がない。 

よって，本件抗告を棄却することとし，主文のとおり決定する。 

    平成２５年７月２３日 

  

     知的財産高等裁判所第３部 

 

 

 

        裁判長裁判官     設   樂      一 
                 

 

 

 

           裁判官     西       理   香                

 

 

 

 

           裁判官     田   中   正   哉  
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（別紙） 
 
     相手方製品目録 
 
 
１ ｉＰｈｏｎｅ４Ｓ 
 
２ ｉＰｈｏｎｅ４ 


